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DRI

背景背景

広域災害がもたらす自治体災害対応業務の• 広域災害がもたらす自治体災害対応業務の
限界の必然性

– 多数の激甚被災市町村– 多数の激甚被災市町村

– 複数の激甚被災市町村を抱える府県

自市町村以外に存在する被災者– 自市町村以外に存在する被災者

– （国としては東海側に目が・・）
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DRI

背景背景

広域災害がもたらす自治体災害対応業務の• 広域災害がもたらす自治体災害対応業務の
限界の必然性

– 復旧に時間を要する多数の市町村– 復旧に時間を要する多数の市町村

– 市町村枠を超えた対応を迫られる府県

府県枠を超えた対応が必要になる要件 発生– 府県枠を超えた対応が必要になる要件の発生

• 物流問題

• 避難問題

• 被災者認定問題・・・
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DRI

背景背景

– 市町村の対応は即座に限界に
• 救助法案件さえもまともに実行できないことは容易に想像で
きる（通常災害を見ても自明）

複数の市町村を抱える府県では混乱状態に– 複数の市町村を抱える府県では混乱状態に
• 被災市町村の状況を把握するだけでも混乱に陥る

• まして救助法案件の個別対応は混乱を極めるまして救助法案件の個別対応は混乱を極める

• 被災していない市町村もあり通常業務も動かす必要性

– 府県からの要請をこなす国の動きは遅れる
• 要請されずとも動くところは、即時に動き始める（自衛隊・消
防・警察など）

被災地の状況を見て 市町村から状況をあげ 府県で集約し• 被災地の状況を見て、市町村から状況をあげ、府県で集約し、
国に要請して支援を得る、のが果たして近畿圏だけか？

4現在の法的業務を果たそうとするなら、現体制では無理



DRI

背景背景

• なぜ無理なのか？なぜ無理なのか

– 阪神・淡路大震災、新潟県中越地震レベルでも県
と市町村間に十分混乱が発生していると市町村間に十分混乱が発生している

• 法律で書かれているようにできない
– 例：被害量の報告 避難所の設置例：被害量の報告、避難所の設置、、、

• 法律をこなすだけでは対応が滞る
– 例：避難所改善、仮住まいの確保、、、例 避難所改善、仮住まいの確保、、、

マニュアルはあくまで「すべきこと」があり それをする手順マニュアルはあくまで「すべきこと」があり、それをする手順

最大の困難は「状況に応じて」
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最大の困難は「状況に応じて」
「すべきこと」を生み出し、実行していくこと



DRI

目的目的

大規模全体被害を意識 たうえ 激甚被災• 大規模全体被害を意識したうえで激甚被災
地および被災地全体の状況改善を可能にす

自治体業務 計 くるために、自治体業務レベルで計画しておく
べきことは一体何なのか？

– 現状の大規模災害時の課題は、そのまま継承さ
れるであろう

– 資源配分問題はより顕著に表れる

– 自治体間の資源移動・資源の奪い合いが必要に自治体間の資源移動 資源の奪 合 が必要
なる希有な事例となる

– 国はどこまで動けるか、だが、期待できない
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DRI

手法手法

• 近年の地震災害対応における組織対応状況
の分析

– 新潟県中越地震、中越沖地震、能登半島沖地震

阪神・淡路大震災事例の読み起こし– 阪神・淡路大震災事例の読み起こし

– ハリケーンカトリーナ災害の対応事案

• 現地調査 実地調査 関係者ヒアリングおよび• 現地調査、実地調査、関係者ヒアリングおよび
都道府県防災担当者における研究会の成果
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DRI

一つの結論つの結論

• 通常の自治体枠組み（部局設定）では、災害対応は
うまくすすまない

– 通常の自治体部局は通常の仕事をこなすための枠組み
だから

– 日常時と災害時、業務上異なるのは、「スピード」「情報・
資源制約」「他機関との連携」「結果重視」「現場判断」「法
制度の使い方」制度の使い方」

災害時に適した組織体制の構築
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DRI

災害対応に即した組織形態を持つ

地方自治体における災害対策本部会議の課題と改善策

災害対応に即した組織形態を持つ
幕僚型組織の運用実態

災害業務に応じた
部局横断型緊急組織の運用部局横断型緊急組織の運用



DRI

起こりうる広域連携課題起こりうる広域連携課題
• 広域に避難する人々をどう扱うのか？広域に避難する人 をどう扱うのか

– 激甚被災地の中に住民をとどめておくというのはナンセンス
• 要援護者を含め生活可能なところに移動すること前提
兵庫県の被災者を全国の公営住宅に（阪神 淡路）• 兵庫県の被災者を全国の公営住宅に（阪神・淡路）

• 兵庫県の仮設をりんくうタウンに（阪神・淡路）
• 山古志村の全村避難

後 とを考え や たわけ はな→後のことを考えてやったわけではない

「和歌山県の人を大阪府でどのように扱うのか」和歌山県 人を大阪府 よう 扱う 」
• 被災者名簿作成が広域業務となる

• 居住地市町村の費用負担？避難先市町村？などの議論が始まる
（おそらく本当に始まる）（おそらく本当に始まる）

• そもそも書式も対応部署も、手順もデータベースも異なるため、今の
ところできない
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あるべき姿は長期間避難・移転を可能にする地域内共通枠組あるべき姿は長期間避難・移転を可能にする地域内共通枠組



DRI 起こりうる広域連携課題起こりうる広域連携課題

• 被災箇所の復旧戦略被災箇所の復旧戦略
– 各府県が要請しても、対応資源の奪い合いとなる

– 等分に分散すれば、部分最適かもしれないが、立ち直等分 分散すれば、部分最適 もしれな 、 ち直
れないほど時間がかかる

– 限られた資源をいかに配分し、最高効率で実施できる
か をマネジメントするのはどこなのか？か、をマネジメントするのはどこなのか？

– 広域であれば、どこかが得して、どこかが損する
• 損するところをどのように機能補完するのか損するところをどのように機能補完するのか

物流機能の復旧なくして、被災地対応は無理
• 被災地復旧をするためには、被災者がいない方がいい

– 限られた物流機能を何に振り分けるのか、という問題
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機能復旧戦略を補完機能とともにマネジメントする場がいる機能復旧戦略を補完機能とともにマネジメントする場がいる



DRI

たとえばたとえば

• 水道復旧 → 膨大な被害箇所• 水道復旧 → 膨大な被害箇所

– 自らの自治体資源だけでは対応不能

おそらく日本水道協会が全体マネジメント– おそらく日本水道協会が全体マネジメント

• どれだけ自治体が声を上げても、全体マネジメントするのは水道
協会

• あとは政治判断の有無（複数自治体間でできるとは思えないので、
優先されるのは専門的知識）

自衛隊資源 消防資源 建設技師資源などは 様• 自衛隊資源、消防資源、建設技師資源などは同様
のことが予想される

技術系部局の連携は、機能しやすいことが予想される技術系部局の連携は、機能しやすいことが予想される
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なぜか：同じ手順、同じ思考、同じ技術だからなぜか：同じ手順、同じ思考、同じ技術だから



DRI

結果結果

自治体間 資源移動を可能にするため• 自治体間の資源移動を可能にするための２つの
方法

大屋根をかける– 大屋根をかける
• 国または連合が資源と指揮権を持ち、最適配分する

調整というよりはトップダウン型で動く• 調整というよりはトップダウン型で動く
– おそらく国の危機管理庁ができるのが先

– 相互調整を可能にするしくみを共有する
• 組織形態、ルール、仕事内容を共通で持つ

• 資源配分はトップレベルで調整を行う

• 国、都道府県、市町村で縦の流れを複数共通化する

（日本版 東南海 南海版災害支援機能の構築）• （日本版、東南海・南海版災害支援機能の構築）
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DRI

考察考察
• 各自治体で考えていることが違うのは仕方がない、が、情報共有する仕組みは

データのやり取りではなく 状況認識のやり取りであるデ タのやり取りではなく、状況認識のやり取りである

• 災害対応を同じ考え方で同じ方法でできれば、省力化、支援化および適正資源
配分の可能性が高まる

• 同じ考え方、同じ方法であれば、同じ業務内容であり、同じ手順・フォーマットがで
きる。で同じマニュアルができる

• 市町村より十分な資源を都道府県が持つ、都道府県より十分な資源を連合が持
つ、後方機関であるほど資源がたくさんあるのは危機対応の構えとして常識

• 市町村資源は、目の前の被災者対応のために何ができるかに従事すべき。法対
応案件やバックアップ案件は外部従事者で行う形がベスト

• 情報インフラさえ整えば、市町村後方業務は都道府県が一括して引き受けるべ
きである（市町村の下に都道府県部隊が入る） または、すべて災害対応法定業
務の根幹は都道府県部隊が責任を持ってこなし、それ以外の業務に市町村職員
を没頭させるを没頭させる
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DRI

結論結論

現状法制度 枠組み 考えるだけ なく起 りうる大• 現状法制度の枠組みで、考えるだけでなく起こりうる大
規模災害を見据えたしくみづくりに一歩踏み出すべき

• 広域連合で「災害対応機能」を定義し、これらについて、
国・都道府県・市町村の共通業務枠組みを設計する国・都道府県・市町村の共通業務枠組みを設計する

– 法制度から考えるのではなく、実際に起こりうる被災地状
況の対応をするために考える況の対応をするために考える

「阪神・淡路大震災」の一番の教訓は 「法制度どおりで「阪神・淡路大震災」の 番の教訓は、「法制度どおりで
ないところをいかに実施するか」、を否応なしに考えな
ければならなかったところ、にある
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DRI

対応資源を広域に有するために対応資源を広域に有するために

• 広域災害対応支援機能を規定する

– 広域で共通に持っている必要がある災害対応業務機能を洗い
出す（主に総務系業務）

– 連合に資源調整と戦略策定の機能を付加する（国との連携も）

– 連合・府県・市町村で同様の機能割り組織を作る
• 部局連携ではなく、機能単位の連携をする（機能に基づく組織）

– 機能業務をするための予算と権限を国に一括要求する
• 省庁ごとの予算配置ではなく、機能単位で活用可能な財源を
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DRI

対応資源を広域に有するために対応資源を広域に有するために
• 災害対策本部の総務系業務を共通化する災害対策本部の総務系業務を共通化する

情報処理の方法 書式 デ タフォ マットの統– 情報処理の方法、書式、データフォーマットの統一

• データの共有化だけでなく、「思考の共有化」

本部会議の進め方 議論内容 資料の共通化– 本部会議の進め方、議論内容、資料の共通化

• 災害対策本部資料をやりとりすれば、対応が分かるように

本部が持つ「 班」を共通化する– 本部が持つ「・・・班」を共通化する

• 都道府県によって異なる意味が見いだせない（多い少ないはあっ
てもいいが）てもいいが）

– さらなる共通化

• 使用する用語 書式 本部事務室の配置 表示など• 使用する用語、書式、本部事務室の配置、表示など
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DRI

共通の情報提供版の作成共通の情報提供版の作成
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